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1 政権交代と社会運動 問題の所在

2009 年の日本で生じた政権交代は, それから 2 年半が経過した現在,

期待が失望に変化した時期を過ぎて, それ自体が忘却されつつある｡ しか

し, そうした短期的な移り変わりや浮沈にふりまわされることなく, 長期

的な政治変動と時間的・空間的比較に目を向けたとき, どのような問題提

起が可能だろうか｡ 本稿は, こうした問題意識をもとに 2010 年から始まっ

た COGATOS (Change of the Government and the Transformation of

Social Movements) 研究会によるプロジェクトの初発の問題関心の表明

であり, 暫定的な論点整理の試みとして位置づけられる｡

政権交代により立場の異なる政党が政権与党になれば, 社会運動やその

政策課題にも何らかの影響が生じることは常識的にも理解できる｡ 実際,
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社会運動の動態や時系列的な変遷を追った研究では, 1960 年代のアメリ

カの女性運動, 農場労働者の運動, 公民権運動, 反核運動, イタリアの抗

議運動など, どの運動においても政権交代の影響が色濃く刻印されている

(Costain 1992; Jenkins 1985; McAdam 1982; Meyer 1990; Tarrow 1989)｡

だが, 政権交代が社会運動やその政策課題に及ぼす影響を明示的に取り上

げ, そのことを分析枠組みとして彫琢した研究は管見の限り見当たらな

い1｡ 例外として, della Porta and Rucht (1995) はドイツでの連立政権

の交代を, ｢同盟システム｣ と ｢敵対システム｣ との間の変化として変数

化し, それによる社会運動の戦略の変化を分析している｡ ただ, これは政

党と運動の関係にほぼ限定した分析であり, 政権交代が社会運動に及ぼす

影響を包括的にみるには心許ない｡

日本で高度成長期以降初めて非自民政権が生まれ, 55 年体制が終焉し

た 1990 年代半ばは, 社会運動がいくつか重要な成果を勝ち得た時期でも

あった｡ それから 10 年間の自公政権を経て政権が交代し, 民主党首班の

政権が 3 年近く続くなかで社会運動とその政策課題には何が生じたのか｡

世界的にみれば, こうした問題設定は政権交代を過大評価していると捉え

られるかもしれない｡ 1990 年代以降の社会運動は, 制度政治に近い行為

者として政治への日常的な働きかけを強めていると言われるからである

(Banaszak et al. 2003; Meyer and Tarrow 1998)｡ 日本でも, 社会運動

が制度化して政策過程に関与する機会は増加しているといえなくはない

(e.g. 長谷川・町村 2004)｡ しかし, 保守政権のもとではほぼ実現不可能

な, あるいは政治的アジェンダに載ることすらないイシューは数多くあっ

た｡ Crenson が 『大気汚染の反政治学』 において汚染の程度が同じ程度

で, 人口もほぼ同じである隣接する二つの都市, イーストシカゴ市とゲー

リー市の比較から論じているように, 都合が悪いイシューを争点化しない

ところに政治権力の作動形式の一端を垣間見ることができる (Crenson

1971)｡ 自公政権下では, 推進派の公明党が与党の一角を占めていたにも

かかわらず, 夫婦別姓や外国人参政権のような政策課題が長らくアジェン
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ダに載ることはなかった｡ 政権交代以前より少なくともその一角は変化す

るわけであり, 安定した ｢鉄の三角形｣ はイシューをめぐる行為者のネッ

トワークに置き換わって不確定性が増大する (Heclo 1978: 105, Burstein

1991: 341)｡

しかも民主党の場合, 運動の同盟者となってきた国会議員が多く存在し,

政権自体も自公政権との差異化を意識して社会運動の手がけてきた課題を

政策に盛り込んできた｡ 政権交代により, 鉄の三角形からダイナミックな

イシュー・ネットワークへと政策過程の主役が変化すると考えてよいだろ

う｡ このように政権交代を起点として, イシューをめぐる運動が政治体や

市民社会に影響を及ぼし, それがいかなる帰結をもたらすのか, 大まかに

は図 1 のような図式で考えてみたい｡

こうした設定のもとで, 我々は NPO 法改正 (原田), 八ツ場ダム建設

(高木), 歴史教科書 (松谷), 夫婦別姓 (Shin 2006), 外国人参政権 (樋

口 2011), 反貧困 (稲葉), 水俣病 (成 2003a, 2003b, 2007) をめぐる社

会運動やその政策課題のゆくえに関して, 政権交代の歴史的意味を統一的

に捉えるための分析枠組みを整備してきた｡ 以下では, 2009 年の民主党

への政権交代の性格を, 中道左派政権の誕生として規定したうえで (2 節),

それを社会運動やその政策課題にとって政治的機会構造の変化として捉え

る (3 節)｡ 中道左派政権の誕生による政治的機会構造の変化が, 政策的
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図 1 政権交代に伴なう社会運動と政策過程の展開

注：Rucht (1999: 214) を参考にして作成
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対応と社会運動にどのような影響を与えるのかについて, 先行研究を概観

したい (4 節)｡

2 分析対象 中道左派政権の政策と社会運動

2.1 中道左派政権の政策と争点

本稿では, 政権交代当初の鳩山内閣に顕著に現われているように, 民主

党政権の中道左派的な性格に注目した｡ 民主党は, 55 年体制下の与野党

だった自民党と社会党出身者を一定程度含むなど, イデオロギー的な統一

性がない ｢選挙互助会｣ と揶揄されてきた｡ 党綱領の不在も, そうした見

方を補強するものと考えられるが, 全体としてみれば自民党を中心とした

政権との差は歴然としている｡ 図 2 は, 2010 年参議院議員選挙候補者の

争点態度に関する毎日新聞の調査結果を, 民主党と自民党に分けてみたも

のである｡ この時点での保守色を反映する 3 つの質問項目のいずれも, 民

主党と自民党の候補者では大きな相違がある｡ 自民党が夫婦別姓と外国人

参政権を争点化したことに伴い, 民主党候補者が一定程度保守色を強めた

にもかかわらず, 厳然とした差が存在する｡ 政治的な左右の相違は相対的

なものであり, この差をもって中道左派政権の誕生とみなしても差し支え

ないと思われる｡

これを社会運動の側からみるとどうなるか｡ 市民運動や労働組合運動の

多くは, 民主党や社会民主党の議員を通じて国政へのパイプを築いてきた

が, それが初めて本格的な政権与党となった｡ 特に, 運動の主要な同盟者

が閣内入りし, 民主党幹部が市民運動の意を汲んだ政策の推進を謳うに至っ

て, 社会運動に一定の影響が及ぶ可能性は高い｡ これは, 90 年代の日本

政治をみれば現実的な想定である｡ この時期には, 日本でも中道左派的な

性格を持った政権が誕生している｡ ただしこのうち, 8 党連立からなる細

川・羽田政権は短命だったこともあってそうした相対的な位置価を発揮で

きず, その後の自社さ連立政権の方が中道左派的なイシューに取り組んだ
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といってよい2｡ 水俣病の政治解決, 村山談話と従軍慰安婦問題に対する

アジア女性基金の創設 (土野 2010), 薬害エイズ問題に関する情報開示

(菅 1998) は, この政権でなければ進まなかった｡ 自民党首班に復帰して

から制定された NPO 法 (小島 2003) も, 自社さ政権がなければ実現は

困難だったと思われる｡

その意味で, 中道左派的な性格を持った政権が社会運動のイシューを取

り込み, 政治課題としたことは運動にとっても大きな影響があった｡ それ

は, 薬害エイズのような運動の勝利だけでなく, 従軍慰安婦をめぐる運動

の分裂といった結果にも累が及んでいる｡ だが, 日本では社会学のみなら

ず政治学も 90 年代の ｢政権交代と社会運動｣ というテーマに取り組むこ

とはなく, 当時の評価を十分どころかほとんど行えていない3｡ こうした

問題意識にもとづき, 我々は以下のような視座から具体的なイシューの研

究を行ってきた｡

・再分配をめぐる争点：日本ではクライエンタリズムにもとづく分配

政権交代と社会運動 (原田・高木・松谷・申・樋口・稲葉・成) 113 ( 113 )

���

���

���

���

���

���
�

�
�
�

�
�

�
�

	



�
�


�

�
�

�� �� ���

図 2 民主・自民の参院選候補者 (2010 年) の争点態度

資料：毎日新聞候補者アンケート ｢えらぼーと｣ から作成 (具体的な質問文は, ①憲法 9 条の
改正に賛成ですか, 反対ですか｡ ②選択的夫婦別姓に賛成ですか, 反対ですか｡ ③永住
外国人への地方選挙権付与に賛成ですか, 反対ですか｡)



が保守政党によりなされているため, 再分配が大きな政治的対立軸

になることはなかったといわれる｡ それが小泉政権以降, 格差・貧

困の問題化により政党間競争の一大課題となった｡ さらに, クライ

エンタリズムにもとづく再分配は, 財政危機のみならず公共事業批

判という形で正統性が問われている｡ プロジェクトとしては反貧困

運動の分析により, 中道左派政権と再分配をめぐる社会運動を取り

上げる｡ 公共事業批判については, ダム建設を取り上げる｡

・権威主義―リバタリアンの軸をめぐる争点：Kitschelt (1994,

1995) のいうリバタリアン的イシューは, 日本では社民党や民主党

の関心ある議員が主に取り上げてきた｡ そうした議員のうち, 千葉

景子や福島瑞穂は鳩山政権下で実際に政策を推進しうる閣僚にまで

なっている｡ あるいは, 国会議員のなかでも熱心な外国人参政権賛

成派として知られる鳩山由紀夫が首相となった｡ このように大きく

開放するかにみえた機会は, 運動とイシューの帰趨にどのような影

響を及ぼすのか, プロジェクトとしては夫婦別姓と外国人参政権を

事例として取り上げている｡

・歴史的比較の視点：2000 年代に入って, 保革という言葉は政治の

うえではほぼ死語になっているが, そうした変化は古くから存在す

る社会運動にどのような影響を及ぼすのか｡ あるいは, 55 年体制

崩壊後に生じたイシューであっても, 90 年代と現在を比較するこ

とで, 中道左派政権と社会運動の関係を明らかにできるのではない

か｡ この点については, 水俣病と NPO 法を事例として検討したい｡

・国際レベルの変数の影響：グローバル化と社会運動というテーマは,

社会運動論の一大トピックとなったが, それとは別に二国間関係お

よび国際人権レジームの影響を取り上げる｡ 歴史教科書や外国人参

政権は日本国内の保革対立の一部であるが, 同時にそれは近隣諸国

との外交課題でもあった｡ 民法改正にしても, それを政治的アジェ

ンダに載せるに際して大きな役割を果たしてきたのは, 国際的な人
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権規範であった｡ こうした変数の影響は, 政権交代に伴いどの程度

の意味を持つようになったのか｡ それは社会運動をどのように変え

たのか｡

こうした座標軸とイシューは, 日本の政治学では十分な関心が払われて

こなかった｡ 中道左派という観点については, 山口二郎 (2004, 2007) が

鳩山政権に現われる民主党政権の位置づけを行ってきたが, 社会運動との

関係という点で十分な検討がなされたわけではない｡ 日本における現代日

本政治の分析は, 社会運動のような行為者を軽視しすぎてきたがゆえに,

研究蓄積も十分でない｡ 日本での中道左派政権と社会運動をめぐる特質を

議論するための見本となるのが, 1990 年代から中道左派政権が優勢になっ

た西欧の研究である｡

社会運動の取り組むイシューと中道左派政権の関係については, 西欧で

の社会民主党の変容を分析した Kitschelt の議論が参考になる (Kitschelt

1994)｡ Kitschelt は, もともと西欧の緑の党の研究から出発しており

(Kitschelt 1989; Kitschelt and Hellemans 1990), 緑的なものの勃興の背

景に社会民主主義政党の機能不全を見出していた｡ すなわち, 環境, 女性,

マイノリティといった新たな問題 (左派リバタリアン的問題) に対する社

会民主主義政党の応答性が低いがゆえに, それに特化した緑の党が出現し

たのだ, と｡ その延長で社会民主主義政党の研究をしたキッチェルトは,

社会民主主義政党が左派リバタリアン的問題をどの程度まで取り込んでい

るかを問題とした｡

これをまとめたのが図 3 であり, 分配をめぐる対立軸である横軸 (資本

主義‐社会主義) に, 新たなイシュー (権威主義―リバタリアン) を示す

縦軸が加わる｡ この座標平面で政党間の競合がなされるとき, 社会民主主

義政党も縦軸への対応を迫られる｡ 日本の文脈で考えた場合, 日本社会党

は労組依存度の高さがつとに指摘されつつも, 左派リバタリアン的な問題

を政治につなげる回路になってきたといってよい｡ こうした回路を引き継

いできたのは, 社会党の後継たる社民党と, その多くが合流した民主党で
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あった｡ 民主党は, 旧社会党系がリバタリアン的イシューを取り上げてき

たのみならず, 保守系だがリベラルな価値を信奉する旧さきがけもリバタ

リアン的イシューに関心を持つ｡ 実際, 公共事業批判の急先鋒たる五十嵐

敬喜らは菅直人のブレーンであり, そうした論者の議論が民主党の政策に

は大幅に取り込まれている (五十嵐・小川 1993, 1995, 1997, 1999, 2001)｡

ただし, この時期の中道左派政権に関する研究の関心は, もっぱら分配面

福祉国家の危機以降の社会政策 に集中している｡ その結果, 社

会運動研究と関係が深いリバタリアン的なイシューとの関連は不十分なま

ま残されている｡ 社会民主党政権の政策とアウトプットに関する初の本格

的な比較研究と銘打つメルケルらの仕事も, 検証の対象となるのは財政,

労働市場, 社会保障のみであり, Kitschelt の図でいう横軸しか扱ってい

ない (Merkel et al. 2008)｡

だが現実には, 当の Merkel らが表 1 で示すように, 個人化と価値観の

変化のような要素を取り込まなければ中道左派政権の課題を包括的に検証

することは不可能である｡ 高齢化や職業構成の変化は, 生産という軸に還

元して語れなくはない｡ しかし, 新中間層への対応という点ではリバタリ

アン的な社会問題に取り組む必要があり, そこで生じるであろうジレンマ

の分析こそが現代的な中道左派政権の特質を捉えることにもつながる4｡
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2.2 民主党政権の性格と社会運動の対立軸

民主党政権に戻ってみると, 政権交代は統治形式の変化と政策レベルの

変化の双方を含んでいた (山口 2012: 32)｡ このうち, 政策レベルに関し

ていえば, 民主党政権は中道左派的な性格を強く持つと評価してよい｡ た

だし, 結党時の民主党とは異なり, 他の政党との合併を繰り返すなかで,

結党時とは立場の異なる議員を多く抱え込むこととなった｡ これを渡辺治

(2009) は, 頭 (新自由主義), 胴体 (旧来型政治), 手足 (再分配重視)

の分裂と表現しているが, これはハイポリティクスと再分配についての議

論である5｡ 後述するように, 民主党の雑居政党的性格が社会運動に直接

影響を及ぼしたのは, むしろ別の側面であった｡

また, 民主党政権下での社会運動の課題という点についていえば, 統治

形式をめぐる混乱のほうが強く影響したともいいうる｡ すなわち, 統治形

式と実体的な政策とは不可分の関係にあるとはいえ, 民主党政権が発足後

に重点を置いたのは ｢政治主導｣ の確立という統治形式の変化であった

(山口 2012)｡ 政治主導の確立は, 菅直人 (1998) が結党当初から政権構
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ビスマルク的福祉国家 (賃金以
外の労務費の高さによる雇用抑
制), 低い労働参加率, 高い失
業率, 左翼 and/or キリスト教
民主主義政党との競合

左翼政党の存在に
より選挙でのトレー
ドオフが増大

ビスマルク的福祉国家,
左派リバタリアン政党の
存在により選挙でのトレー
ドオフが増大

表 1 社会民主主義政党にとっての社会変動の問題

出典：Merkel et al. 2008: 21



想に含めていたものであり, 付け焼刃のものだったとはいえない｡ だが,

それを実行に移すに際して生じた混乱が, 政策の停滞をもたらしている｡

こうした停滞は, 政務三役と当該省庁との対立により生じたものもあるが,

それとは関係ないイシューであっても手が回らず店晒しにされたものが多

かった｡

日本では, 官僚支配に関する議論が連綿となされてきたことが示すよう

に, 行政の政策遂行能力は国際比較でみて高かったと評価しうる｡ これは

自民党政権下での政策決定システムに対する評価であり, 民主党はそれを

旧体制の通弊とみて政治主導を掲げたことになる｡ この政治主導の試みは,

単に与党経験の浅さゆえにうまくいかなかった, とは結論づけられない｡

構造的な問題として民主党内部の多様性があり, それに伴う利害対立を党

内で調整し, それを政官関係に反映させる仕組みが未発達であった｡ それ

に加えて, 現時点まで連立のパートナーたる国民新党が, 独自性を出すべ

く保守色を強めたことも与党の多様性を増幅させている｡ その結果, 閣内

不一致や官僚のサボタージュを多く生み出し, 当初の政権構想が機能しな

かったと考えたほうがよい｡ このような政権の不安定性は, 社会運動にとっ

ての政治的機会にも影を落としている｡

政治的対立軸に戻ってみると, 社会運動との接点で民主党内部の対立が

影響を及ぼしたのは, 再分配よりも夫婦別姓や外国人参政権といったマイ

ノリティの権利に関わるイシューだった6｡ こうした点については, マニ

フェストや政策 INDEX で自民党より明らかに中道左派的な政策を打ち出

しており, 幹部レベルでは推進が合意事項となっている｡ ただし民主党内

部には, 自民党右派と変わらないイデオロギー的立場の議員を一定程度抱

え込んでいる｡ そうした議員が法案成立のコストを上げた結果, 政策的な

優先順位が下がったとはいえるだろう｡
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3 説明変数 政権交代に伴う政治的機会構造の変化

3.1 何が変化するのか

では, 政権交代によって社会運動にとっての環境はどのように変化した

のか｡ この点については, 社会運動論が 30 年来蓄積してきた政治的機会

構造概念を用いた研究を援用する形で議論できる｡ 政治的機会構造は, 運

動の帰趨に大きく影響を及ぼす変数として広く認知されるようになった｡

これには構造的側面と流動的側面があり (Gamson and Meyer 1996),

構造的側面とは中央集権の度合, 選挙制度, 三権の関係, 国民投票のよう

な制度の有無といった安定的な制度が該当する｡ それゆえ, 政権交代で直

接変化するのは, 以下でふれるような流動的側面になる7｡ 将来的には,

政権交代が社会運動に及ぼす影響をめぐる国際比較のため, 構造的側面の

検討も必要になるだろうが, 本稿では取り上げない8｡

政治的機会構造という用語は, かなり多義的で多くの要素を含有するが

ゆえに, 概念として曖昧であると批判されてきた｡ それは資源動員論が用

いる資源という用語に対する批判と重なるものがある｡ これらは, 運動の

外部にある政治環境と運動が統制可能な要素を包括するものであり, 研究

目的 (被説明変数) に即して必要な側面を特定できれば分析的曖昧さの解

消も可能だろう (della Porta and Rucht 1995; McAdam 1996)｡ そこで

まず, 政治的機会構造の流動的な側面を列挙し, それと民主党政権下での

社会運動との関係をみていく｡

その際, McAdam がまとめた政治的機会構造の構成要素をもとに作成

した表 2 をみてもらいたい｡ ここから民主党政権になって変化した側面を

選び取り, 政治的機会構造の変化した部分をまとめていこう｡ その際, ま

ず表 2 の上部にある構造的側面については, 前述の理由により取り上げな

い｡ 次に, 政治的機会構造には ｢運動を受容する｣ 入力面と, ｢運動の要

求する政策を実現する｣ 出力面があるが, McAdam (1996) は Brockett
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(1991) にならって政治的入力の側面に限定した｡ これは集合行為と政治

紛争の帰結を決定する要因が異なるためとしているが, 本稿の被説明変数

の 1 つは政策的出力である以上, 政治的出力の側面を含めたほうがよい｡

また, 後述するように社会運動と政策的出力に関する研究も増加しており,

因果関係の特定が将来的に期待できることにもよる｡

3.2 同盟者と敵対者

このうち, 同盟者と敵対者については留保なく変化した要素に含めるこ

とができるだろう｡ ある時点での与野党のいずれとも等距離で関係を持つ

社会運動は, 現実にはきわめて稀である｡ 左右どちらの政党と近い関係を

持つとしても, 政権交代は同盟者／敵対者が与党入り／野党転落する点で

大きな変化をもたらす｡
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Brockett Kriesi et al. Rucht Tarrow Kitschelt

入
力
面

構 造 的
側面

意味あるア
クセスポイ
ント

公式の制度
構造

政党システ
ムへのアク
セス

政治体の開
放性

・立法が行政から独立
して政策を展開・統
制する能力

・利益集団と行政の媒
介パターン

・要求を集約するメカ
ニズムの有無

流
動
的
側
面

同盟
者

同盟者の存
在

挑戦をめぐる
インフォーマ
ルな手続き

挑戦者をめ
ぐる同盟構
造

エリートの
同盟者の存
在

不安
定性

エリートの
分断と対立

挑戦者をめ
ぐる権力の
布置連関

・ エ リ ー ト
内部の分断

・ 政 治 的 編
成の安定性

政党・派閥の数

敵対
者

抑圧の度合 挑戦者をめぐ
る紛争構造

タイ
ミン
グ

抗議サイク
ルでの時間
的位置

出力面 国家の政策
遂行能力

政策遂行能力 (集権度,
国家による経済統制,
司法の独立性)

表 2 政治的機会構造の構成要素

出典：McAdam (1996:27) に Kitschelt (1986) を加味して作成



民主党政権についていえば, 千葉景子や福山哲郎, 江田五月など民主党

議員の一部は, 我々が取り上げるイシューに限らず広く社会運動一般にとっ

て, 同盟者となってきた｡ 政権交代により, 野党時代には限られた影響力

しか発揮できなかった同盟者が内閣入りしただけでなく, 福島瑞穂のよう

な活動家といってもよい議員が閣僚になった｡ マニフェストや政策

INDEX に掲げたとしても, それをアジェンダに載せて立法化するには同

盟者の存在が不可欠となる｡ Banaszak (2010) は ｢同盟者｣ よりさらに

議論を進め, 国家機構の内部にいるフェミニスト (ほとんどは高級官僚)

を運動のインサイダーとして政策に及ぼす影響を議論した｡ インサイダー

は, どこに政治的機会が存在しているか熟知しており, それを利用して政

策を実現してきたという｡ これは日本では現実性がない前提であったが,

政権交代によって少なくとも短期間とはいえ運動のインサイダーが閣僚に

なる事態が生じたのである｡

ただし, その同盟者は野党時代と同様に振舞うわけではなく, 一般に与

党入りによって現実主義的になり急進性は失われる｡ 国家機構から自律し

て展開していた社会運動が, 同盟者の与党入りによって国家機構との距離

が縮まり, その論理に従属するようになるという変化も蒙る可能性がある｡

つまり, 同盟者は運動にとって強みになるとは限らず, かえって重荷にな

る場合もあるだろう (Rucht 2004)｡ 政治的機会と社会運動の行為レパー

トリーの議論が示すように (Kriesi et al. 1995; Tarrow 1998; Traugott

1995), 機会が開放的であれば運動は穏健化して政策的出力にも影響が生

じうる｡

他方, 一般に左派政党の政権入りは敵対者たる国家による抑圧を弱める

という点でも, 社会運動にとっての機会となる｡ もう一方の敵対者たる保

守政党についてみると, それが保守化による左派政権との競合を志向した

場合, 運動にとっての機会は閉鎖される｡ 逆に, 穏健化によって左派政権

に近づいた場合, 運動との敵対が和らいで潜在的な同盟者の選択肢を増や

すがゆえに, 運動にとっての機会が開かれる｡
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こうした一般論を民主党政権に即してみると, 以下のようにいえるだろ

う｡ 運動の抑圧に関しては, 政権交代によって大きな変化はなかった｡ 本

稿で取り上げる運動のなかでは, ホームレス支援を源流とする反貧困運動

が, 新左翼の流れを汲む活動家の存在ゆえに国家による監視と統制の対処

であり続けた｡ 本稿執筆時点で反貧困運動に対する統制は明確に弱まった

といえるが, それは政権交代以前の麻生政権時代に ｢派遣村｣ が社会現象

になったことの結果とみるべきだろう｡ 注目を浴びることで当局による抑

圧のコストが増大したわけで, 政権交代はそれを追認したことになる｡

自民党との関係についていえば, 一般に政権交代後に自民党の保守化が

進んだため, 社会運動にとっての選択の幅は狭まった｡ 外国人参政権を求

める在日大韓民国民団は, 反共という組織方針によって従来は自民党と近

い関係を保っていたが, 政権交代前後に大きく変化している｡ 自公政権下

で外国人参政権が店晒しにされたため, 民団は 2009 年の衆議院議員選挙

で初めて組織的に民主党を支援した結果, 自民党と疎遠になった｡ 自民党

も, 外国人参政権に賛成の議員を一定数抱えていたのが, 保守化により反

対が党是といってもよい状況に変化している｡ 多くの社会運動にとって,

政権与党だった自民党との間に築いてきた細いパイプが, 政権交代によっ

て失われつつある｡

3.3 政治的不安定性

政治的入力の側面で最後の要素となるのは政治的な不安定性であり, 通

常は政治が不安定であるほど運動にとっての機会が開かれるとみなされる｡

選挙結果の変動が激しい, 政権が頻繁に交代する, 与党内部に多様な勢力

を抱え込んで一枚岩にならない, 多数の政党が一定の議席を持つといった

要素は, 運動にとってつけいる ｢隙｣ を作り出す｡

自民党政権も, 小泉政権以降は毎年首相が交代することに体現されるよ

うに, 政治的には不安定だった｡ これは反貧困運動にとって大きな機会に

なったと考えられる｡ 政治的機会構造論の観点からすれば, ｢派遣村｣ の
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運動としての成功はリーマン･ショックのような経済危機だけでなく, 麻

生政権の不安定性にも起因していたとなるだろう｡ 小泉政権で同様のこと

が生じても, 劇的な成功を収め得たかどうかは定かでない｡

ただし, 民主党政権下での連立という統治形態や毎年首相が交代するよ

うな不安定性は, 運動にとってはマイナスに作用しているように思われる｡

夫婦別姓や外国人参政権は, 首相が頻繁に変わるなかで優先順位が下がっ

て置き去りにされた｡ その意味で, 敵対者たる自民党政権の不安定性は運

動にとって有利な条件となるが, 同盟者たる民主党政権が不安定だと運動

の目的達成の障害となる｡ 長期的にみれば, 政権交代が定期的に生じるこ

とで運動が政治に関わる機会は増大するが, 短期的には同盟者が一定の安

定を確保しなければ政策過程を進めることができない｡ この点については,

政策遂行能力との関連で検討する｡

3.4 政治的出力

中央集権的, 司法や立法に対する行政の優位といった条件が揃うと政策

遂行能力は高くなるが (Rucht 1996: 192), 日本はフランスと並んでその

典型と位置づけられる｡ 政策遂行能力が高いほうが, 政策を立案し実行す

る過程が進行し, それに対して運動が参入する機会が発生する

(Kitschelt 1986: 62-3)｡ 日本の政策遂行能力は, 自民党政調と関係省庁

との緊密な連携の産物であり, 両者の合意がとれた案件の処理は早かった｡

それが民主党政権になったとき, 政権構想を実行に移した鳩山内閣での政

治主導と党政調の廃止は, ｢官僚支配｣ と ｢利益誘導｣ の打破を企図した

ものとはいえる｡ もう 1 つの懸案とされた地方分権も合わせれば, ｢強い

国家｣ から ｢弱い国家｣ への意識的な移行を進める構想であった｡ こうし

た変化が現実に生じれば, 日本の政治的機会構造はフランスに近いものか

らドイツに近いものへと変わった可能性はある｡ だが, 民主党政権で現実

に生じたのは移行期における政官の不協和音であり, その結果としての政

策遂行能力の低下だった｡
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民主党政権下での政治と行政の不和が運動に影響を及ぼした象徴的な事

例は, 八ツ場ダム建設問題である｡ 八ツ場ダム建設中止自体は, 2000 年

代前半から民主党の中で検討を進めて決めたことであり, 付け焼刃の政策

ではない｡ しかし, 鳩山政権になって前原国土交通相 (当時) が建設中止

を明言してから, 政策過程は迷走し続けた｡ その過程で流域都県の反対な

どがあったが, 建設中止を撤回した最大の原因は民主党 (とその代弁者た

る政務三役) が国交省を掌握できなかったことによる｡ 政務三役に権限が

集中した結果, それ以外の建設中止派議員は蚊帳の外におかれることとな

り, 中止に向けた党内の連合形成すら難しくした｡ 結果的に, 議論は国交

省内部に設置した諮問機関を中心に進められたため, 政治が主導権を握る

ことはなかった｡

4 被説明変数 民主党政権下での政策過程と社会運動

4.1 政策への影響

社会運動の帰結というと, 運動の帰趨 (組織や動員水準, 行為の変化)

に関する研究が圧倒的に多かったが, 近年は政策への影響に関する研究も

増えている (Giugni 2004; Meyer, Jenness and Ingram 2005; Kolb 2004;

Meyer and Lupo 2010)｡ 社会運動の帰結に関して古典的ともいえる評価

を受けているのは, 次項で取り上げる Gamson (1990) であるが, これは

外部環境の影響を考慮していない点が批判されてきた｡ それを受けて, 運

動の外的変数を考慮した上で社会運動と政策的出力の相関をみるような一

連の研究が存在する9｡ 動員が常に政策をもたらすとは限らず, それが良

好な政治的機会に媒介された時に政策に結びつくという ｢政治媒介モデル｣

がその皮切りとなる (Amenta, Carruthers and Zylan 1992)｡ それから

多変量解析を用いて運動の効果を測定するような試みが現われるが

(Soule and Olzak 2004; Weldon 2011), 変数の特定は本稿の関心とは外

れるためこれ以上取り上げない｡
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我々が解明したいのは, 政権交代で変化した政治的機会構造が, どのよ

うな運動の対応を生み出し, それが政策過程の中でイシューと運動にいか

なる帰結をもたらしたかにある｡ それを簡単な見取り図にしたのが図 4 で

あり, 図にあるように個別のイシューによっては国際的な変数や地方レベ

ルの影響, 司法という異なる回路が利用される点で一様ではない｡ だが,

被説明変数としてはイシューの帰結と運動の帰結で全体を統一し, それに

影響を及ぼした要因を分析することになる｡

4.1.1 Burstein の政策的応答の類型

そのため一方で解明したいのは, 政権交代の結果として社会運動が達成

した政策的出力であり, これについては政策過程論の領域で一定の蓄積が

ある｡ そのなかで, 政策過程論と社会運動論の境界で仕事をする

Burstein は, 先行研究を踏まえて表 3 のような政策的応答の段階を分け

ている｡ これにより, 運動が真の社会変動を生み出したのか, 実行される

ことのない象徴的な法律の制定にとどまるのか, といった評価が可能にな

るという｡

この基準は米国の政策過程を前提とするため直接比較はできないが, 現

時点で明確に ｢政策｣ まで応答がなされているのは NPO 法改正だけであ

る｡ 法改正を求める運動も, 法律制定後には運用面での ｢出力｣ が意図に
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・ギャムソンの類型：

最大限の応答, 先取,
取り込み, 衰退

様々な次元
�意思決定過程 (社

会運動の参加機会
の拡大)

� 政権のイシュー
選択



沿ったものになるようシフトしてきた｡ NPO への寄付税制が現実に NPO

の財政基盤を強化し (インパクト), 鳩山政権が掲げた ｢新しい公共｣ の

担い手になる (構造的帰結) か否かの評価には, さらに 10 年程度を要す

る｡ その意味で, これは政策的応答と運動の変化をみる上では有益な類型

だが, 本稿で取り上げたイシューのほとんどについて現実はそこまで進展

していない｡

また, 建設中止を打ち出した八ツ場ダムについてみると, 運動団体は意

思決定から排除され, 表 3 の ｢アクセス｣ にすら至らなかった｡ 建設中止

を打ち出してそれを撤回した 2 年強の間, 立地住民の生活再建のための法

案の準備が民主党の議連によってなされていたが (アジェンダ), これも

日の目をみなかった｡ 八ツ場ダム建設問題は, 国土交通省の公共事業費を

いったんは大幅に削減したような公共事業批判として提示されれば, 世論

の支持を得ることは可能だったと思われる10｡ 結果的に, 歴代の政務三役

が建設推進の声への対応に終始してしまったのは, 推進派と対峙する上で

国交省の ｢政策的独占｣ (Baumgartner and Jones 2003: 6-9) を崩すこ

とができなかったことによる11｡

すなわち, 表 4 の図式でいえば八ツ場ダムの問題は, 議員が挑戦者と連

携し官僚がそれに反対するという右上の状況として捉えられる｡ この場合,

運動は新たな意思決定の経路を要求するのが合理的だったと考えられる｡

政務三役も, 国土交通省の技官が独占してきた政策的意思決定の権限を剥
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類 型 例
アクセス 議会公聴会への運動参加者の召喚, 裁判所への参考書面の提出
アジェンダ 望んでいた法案を上院ないし下院に提出
政 策 望んでいた法律の採択
出 力 運動が望んだように法律を執行
インパクト 法律が狙い通りの結果を生む
構造的帰結 運動の影響力にとっての機会が増大するようシステムが変化

表 3 政策的応答性の類型

出典：Burstein et al. 1995: 284



奪するようには, 運動の支持を政策過程に取り込むことは不可欠だった｡

そうした声の大きさは, 八ツ場ダム建設をめぐって反対派から多くの意見

書や研究者の声明が出されたことからも明らかである｡ だが, それが意見

書や声明という形式に終わったのは, 民主党がそうした声を政策過程に取

り込むことができなかった結果であり, それゆえの失敗とも評価しうるだ

ろう｡

4.1.2 Kindon の政策過程論

このように, ｢民主党政権と社会運動｣ という設定で政策的出力に関し

て論じる余地は, それほど多いとはいえない｡ しかし, 前節でふれた入力

面の開放から出力に至る前段階に関しては, 一定の議論が可能だろう｡

Kindon (1995) は, ｢なぜ政府のアジェンダになるものがあれば, ならな

いものがあるのか｣ という問いに答えるべく, 議題設定過程を分析した｡

ここでいうアジェンダは, 政府が真剣に考慮する事柄であり, Burstein

のいうような議会で取り上げられる以前の段階も含む｡

Kingdon によれば, アジェンダに上がるきっかけには, ①問題 (公式

非公式な問題状況の発生を認知), ②政治 (問題の状況とは関係なく, 政

治が変化したことによる提起), ③可視的な参加者 (政治家やメディアに

よる提起) がある｡ 政権交代は, このうち②と③について変化をもたらし,

社会運動の取り組む課題のいくつかを取り上げたことになる｡

こうしてアジェンダに上がった課題は, 具体的な政策案を立案するに際
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国家官僚
強力かつ挑戦者の利益と連携 弱体かつ挑戦者の利益に反対

議員 挑戦者と連携 完全な動員, 抗議は限定的 制裁ないし新たな部局創設
の要求

挑戦者に反対 制裁ないし議員の解任 要求を高く掲げた戦略

表 4 政官の対応の相違と社会運動の戦略

出典：Amenta (2005: 45) をもとに作成



して選択肢が狭められていく｡ この段階では, 法的整合性や予算の確保,

立法技術といった面での専門知識を持つ官僚や専門家が関わるようになる｡

ここで特定の政策実現を目指す政治的企業家は, 従来の予算の付け替えや

政策との抱き合わせなど, すでにある政策を組み合わせていく｡ アジェン

ダ設定が, 新奇性を打ち出すことに重点を置くとすれば, 選択肢の特定の

段階で必要なのは政治的企業家の地味な努力である｡

こうして絞り込んだ政策を実現するのが政治の局面であり, 以下のよう

な要素が影響する (Kingdon 1995: 145)｡ ①国家のムード (全国的な雰

囲気, 世論の変化, 広範な社会運動), ②圧力集団のキャンペーン (組織

された政治勢力からの圧力), ③選挙結果, ④議会内での政党・イデオロ

ギー的分布, ⑤内閣の変化｡ そのうち, 間接的には①が変化して民主党政

権自体の自信も失われていったことが, 政策的停滞につながっている｡ が,

直接的には③の選挙結果とそれに伴う④議会内分布が重要であり, ⑤内閣

の変化によってイシューが置き去りにされたことも影響しているだろう｡

アジェンダ, 選択肢の絞込み, 政治はそれぞれ相対的に独立した論理で動

いており, 3 つの流れが合流した時に政策的出力がなされる12｡ アジェン

ダに上げたからといって, 八ツ場ダムのように選択肢の絞込みで与党の意

向に反するような結果しか国土交通省が出さない場合だってある｡ 政治が

法案策定に良好な状況にあるからといって, それに合わせてアジェンダが

設定されるとは限らない｡ しかも, それぞれの局面で ｢窓｣ が開く期間は

限定されており, そのタイミングがずれれば実現が難しくなる｡ NPO 法

改正などは, それぞれの窓が開くタイミングを見計らった上で運動団体が

ロビーイングを進めており, 細かな戦略的機微が明暗を分けた部分もある

だろう｡

4.2 運動への影響

4.2.1 運動の帰結

社会運動そのものへの影響としては, 運動の帰趨に加えて対抗運動につ
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いても議論する必要がある｡ 運動の帰趨に関しては, Gamson (1990) が

分析した社会運動組織の成果に関する研究, および Tarrow らの抗議サ

イクル論が異なる観点からアプローチしている｡ Tarrow (1989) によれ

ば, 抗議サイクルは政治的機会が開いた時に始まって運動組織間の競合が

その後の帰趨を決定付ける｡ だが, 政権交代が抗議サイクルの端緒になっ

たとは, 今のところ考えにくいためここでは検討しない｡ また, 抗議サイ

クル論で想定される運動の帰趨は, ラディカル化と制度化への分岐のよう

な単純な水準に留まっているため, 運動への影響をみるうえではそれほど

有益ではない｡

Gamson (1990: 28-9) は, 社会運動の帰結を運動組織そのものの行く

末 (受容) と, 運動の提起したイシューの受益者が得られる新たな利益に

分節化し, 両者の組み合わせにより表 5 を提示した13｡ 表のことばでいえ

ば, 本稿で取り上げた社会運動は政権交代によって政治体に受容されるよ

うになったとはいいうる｡ ただし, その程度は運動によって異なっており,

政権にとって受容する価値が高い運動とそうでない運動の間には大きな差

がある｡ 旧左翼の運動としての性格が強い教科書運動などは, 政権交代の

影響をほとんど受けていない｡ 民主党幹部の多くは, 自民党文教族に比較

して教科書問題でもリベラルな立場をとっているが, それをアジェンダに

載せるようなことはなかった｡

それに対して最大の受容が生じたのは, 反貧困ネットワーク事務局長の

湯浅誠が内閣府参与に就任した反貧困運動である｡ 湯浅以外にも, 複数の

関係者が政府の諮問機関の委員に就任して活動した｡ Gamson は受容の
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受 容
最大 無

新たな利益 多 最大限の応答 先取
無 包摂 衰退

表 5 決着済みの挑戦の帰結

出典：Gamson (1990: 29) をもとに作成



程度を示す類型として, 協議, 交渉, 公式の認知, 包摂を挙げており, もっ

とも受容度の高い包摂が一気に進んだことになる｡ 我々が取り上げる運動

のなかではもっとも反体制色が強いものだったが, そのフレームが強い共

鳴性を持っていたため, 政権にとって受容する価値があったということだ

ろう｡

新たな利益＝政策的出力という点でいえば, 法制化がなされた NPO 法

改正が最大の成果を得たことになる｡ 改正運動を担ったシーズ14という団

体自体は, 主要な国会議員とのパイプを持ち政党間の利害調整まで行うプ

ロのロビー組織であるが, 法改正前には表舞台に現れていない｡ 法改正後

には, 内閣府の ｢新しい公共｣ 推進会議のなかの ｢政府と市民セクター等

との公契約等のあり方等に関する専門調査会｣ の委員になっている｡ 前出

の Burstein の類型でいえば, ｢政策｣ で最大限の利益を引き出した上に,

出力やインパクトの局面で最大限の受容がなされたわけであり, ｢最大限

の応答｣ を引き出した唯一の運動といえる｡

4.2.2 対抗運動

日本では, 社会運動の動員水準も高くない代わりに, 対抗運動も強いと

はいえなかった｡ これはフランスで対抗運動が少なかったのと同じ理由だ

と思われる｡ すなわち, ｢強い国家｣ では対抗運動が発生する余地がない

し, 運動に対する国家の抑圧的な対応が対抗運動の代替物となっていたこ

とにもよる (Rucht 1996: 200)｡ しかし, 55 年体制崩壊後には ｢市民運

動｣ 的な組織・行為形態上の特質を持つ対抗運動が発生しており, 政権交

代後は外国人参政権に関して各地で反対の街宣が繰り広げられた｡ その嚆

矢に当たるのが歴史教科書での対抗運動であり, 八ツ場ダムや夫婦別姓に

関しても同様の反対の動きがみられる｡

対抗運動に関する研究は世界的にみても少ないが (Dixon 2008; Peleg

2000; Zald and Useem 1987), 政治的機会構造と対抗運動の関係について

包括的な命題を提示した Meyer らの議論は有益である (Meyer and

130 ( 130 )



Staggenborg 1996)｡ 彼らによれば, 対抗運動は政府が分裂している時に

もっとも発生しやすく, その意味で敵となる運動の存在だけでなく政治的

機会構造が深く関わっている｡ また, 運動が決定的な勝利を収めれば, 対

抗運動が発生する余地はない (Meyer and Staggenborg 1996: 1637)｡ 政

治的機会が開かれてアジェンダに上がったものの, 政府の分裂により政策

的出力に結びつかないことが, 対抗運動を誘発する条件といえる｡

そうした観点に立つと, 外国人参政権に対して対抗運動がもっとも盛ん

になった背景を理解しやすい15｡ 鳩山政権下で首相や小沢一郎・民主党幹

事長が外国人参政権をアジェンダに上げたものの, 党内反対派と国民新党

の反対により政府は分裂していた｡ さらに, 議会に上程できない状態が続

いたことで対抗運動が活動する余地が生まれた｡ 対抗運動にとっては, 敵

対者の与党入り, エリートの分裂といった運動発生にとっての好条件が揃っ

ており, 単に立法化への危機感が運動発生をもたらしたとはいえない｡

これは 2011 年の中学校の教科書採択をめぐる運動でも同様で, 野党に

なった自民党が保守化することで, 自民党右派とイデオロギーを共有する

運動にとっての同盟者として振舞うようになった｡ 日本での対抗運動の研

究は実質的にないに等しいが, 政権交代が定着すれば政策の振れ幅が大き

くなり, 対抗運動にとっての機会も増大するとはいいうる｡

5 結語に代えて

これまでのスケッチを踏まえて, それぞれの運動を取り巻く文脈をイシュー

ごとに提示すると, 表 6 のようになる｡ これは現時点で入手しうる情報を

もとに示した見通しにすぎず, データ的な裏づけがあるわけではない｡ だ

が, そうした暫定的な見取り図であっても, 政権交代の影響にはイシュー

ごとにかなりの差があることがみてとれる｡ 全体として, 教科書問題以外

は意思決定へのアクセスや同盟者の存在という点で, 政権交代は社会運動

に有利な条件をもたらした｡ しかし, それ以外は政官関係, 敵手との関係,

政権交代と社会運動 (原田・高木・松谷・申・樋口・稲葉・成) 131 ( 131 )



政策遂行能力の低下といった点でかえって条件が悪化している｡ その結果,

一定の政策的出力を果たしたのは NPO 法と反貧困のみであり, それ以外

は見通しが立っていない｡ 八ツ場ダム建設に至っては, 当初打ち出した建

設中止の方針を撤回する結果に終わった｡

政策的出力がなされたのは, 本稿で取り上げた以外に障がい者政策があ

り, 全会一致で採択された点で NPO 法と類似している｡ 反貧困について

は, 生活保護の母子加算の復活, ワンストップセンターの開設, 社会的包

摂のための細かな対応など, 自公政権では困難だった政策的出力はあった｡

これについても, 子ども手当のような多額の歳出を伴う政策については与

野党対立の火種となるが, それ以外は野党の目立った抵抗なくして進んで

いる｡ 政権交代によってアジェンダに上げることは必要条件だが, 政策的

出力に至る十分条件は, 与野党が一致して取り組める課題とみなされるこ

とになる｡ その意味で, アジェンダ設定の権利を得て問題を提起するまで

が政権交代の直接的な効果であり, それに野党が賛同するか否かで政策過

程は規定される｡

それに対して, 外国人参政権や夫婦別姓はアジェンダに上げられ, 閣議

で議論したり与党が法制化を具体的に検討したにもかかわらず, 2 年以上

動きが止まった状態にある｡ これは与党内部での反対に加えて, 野党に対

する優位性が崩れる中で野党の反対する法案の上程が困難になったことに
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NPO 法 水俣病 反貧困 教科書
夫婦
別姓

外国人
参政権

ダム

意思決定へのアクセス ＋ ＋ ＋ 0 ＋ ＋ ＋
政府の政策遂行能力 0 0 0 0 － － －
同盟者 ＋ ＋ ＋ 0 ＋ ＋ ＋
敵手 政党 0 0 0 ＋ ＋＋ ＋＋ ＋

対抗運動 0 0 0 ＋ ＋ ＋＋ ＋＋
価値
共鳴

公的言説 0 0 ＋ 0 － － ＋－
有権者の態度 0 0 ＋ 0 － － 0

表 6 政権交代後の社会運動を取り巻く文脈の変化

出典：Rucht (1996: 200) の項目をもとに作成｡ 5 段階評価, ＋＋から－－まで｡



も規定されている｡ このように, 議題に上げられたまま実質的に放置され

る状況により, 動き出した運動が裁判闘争や外交圧力など別の経路を模索

することにもなるだろう｡ ただし, 類似した問題として人権侵害救済機関

の設置をめぐる法案が, 2012 年の通常国会で提出予定となっており, そ

の帰結をみることで異なる分析も可能となるだろう｡

こうした見通しを踏まえれば, 政権交代の最大の効果は, 政策的出力が

なされることとまでは現時点ではいえない｡ 鳩山政権が多くの課題を提起

したことが象徴するように, 社会運動の係争課題をアジェンダに上げるこ

とにあり, それが政治的に実現可能かどうかを模索する点にあったともい

える｡ だが, アジェンダに上がった課題のなかでも, 政策的出力に至った

もの, 至る手続きを踏んでいるもの, 断念したもの, 店晒しにされている

ものへと分岐したのはなぜか｡ 政治体で生じた変動が市民社会に及ぼす影

響の解明という観点から, こうした問いに実証的に答えていく必要がある｡

注

１ 米国大統領の交代と社会運動については, Banaszak (2010: ch.7) や Imig

(1998) が明示的な課題として取り上げているが, 記述的で本稿の目的である

図式の提示にはあまり有益ではなかった｡

２ 細川政権が, 歴史認識の問題について従来とは異なる見解を示したのが目立

つ程度である｡

３ この点について, 現時点で総論として参考にできるのは, アカデミックな研

究というよりは論壇で活躍する研究者ないし研究者と運動家の共同作業の成果

である (金子・藤原・山口 2003; 市民がつくる政策調査会編 2007; 坪郷編

2003; 山口・生活経済政策研究所編 1997; 山口編 1992)｡

４ 中道左派政権の分析を, 社会民主主義の戦略として問題設定する傾向は, 西

欧でも日本でも同じだといえる｡ 緑の党研究から始まった Kitschelt だからこ

そ, 社会民主主義政党の研究にも権威主義－リバタリアンという 2 つ目の対立

軸を導入できたのだろう｡

５ 山口と渡辺は, 民主党と共産党のブレーンで立場を異にするものの, 全体と

して ｢古い政治｣ の対立軸に偏重している｡ ｢政権交代と社会運動｣ を論じる

に際しては, ｢新しい政治｣ の対立軸を組み込んだ分析が必要だろう｡

６ 菅内閣以降は, TPP や増税といったイシューが民主党内部の亀裂を広げて
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いくが, これは社会運動と直接関係するものとはいえない｡

７ 前者は, 集権化の程度, 国民投票など直接参加制度などを構成要素とし, 国

際比較に主に用いられる｡ 代表的なものとしては, Kitschelt (1986), Kriesi et

al. (1995) を参照｡

８ Gamson and Meyer (1996) は, それに加えて政治的機会構造の制度的側面

と文化的側面を区別している｡ 本稿で扱うのは制度的・流動的側面に限定して

いるが, 政権交代により文化的側面が変化することを否定しているわけではな

い｡ この点に関して今後検討すべき文献としては, Brand (1990), Diani

(1996) がある｡

９ Giugni (1999) は, 要約して撹乱 vs 穏健 (どちらの行為が影響力を持つか)

と内部 vs 外部 (運動内と運動外のどちらの要因で説明するか) の論争として

整理している｡

10 ダム政策に関しては, 長期的にみれば推進派の自民党より民主党のほうが,

時代を先取りする論点を提起していたと思われる｡ こうした点の検証について

は, 社会運動研究とは別に Burstein らの行ったような議会の分析が必要にな

るだろう (Burstein, Bricher and Einwohner 1995)｡

11 政策的独占は, 2 つの要素からなる (Baumgartner and Jones 2003: 7)｡ ①

アウトサイダーが参加しにくいような公式・非公式のルール｡ ②部外者が支持・

無関心にとどまるように政策のイメージをポジティブなものとする｡ このうち

②については, 公共事業批判でダム政策の正統性が大きく損なわれている以上,

①を変えれば政策的独占を崩す道筋ができる｡ アウトサイダーだった反対運動

が結果的にアウトサイダーのままだったのはなぜか, 運動論としてはその点の

検証が必要だろう｡

12 もちろん, 完全に三者が独立しているわけではなく, 実現のコストが高すぎ

たり反対が強い問題をアジェンダにしないようにする, といったことはある

(Kingdon 1995: 88)｡

13 Gamson 自身は, この類型を外部環境の影響を考慮して用いているわけでは

なく, 運動の戦術 (後にいう行為レパートリー) との関係で分析している｡ こ

の点は, 後に Goldstone (1980) によって批判されており, 再検証がなされて

いる｡

14 正式名称は, シーズ・市民活動を支える制度をつくる会｡

15 ただし, 対抗運動発生の背景は本稿で議論した要因に尽きるものではない｡

この点については, 樋口 (2011) で論じている｡
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